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代表質問を行う 石毛しげる 

 私はオリンピック・パラリンピック招致議員団の一員として、ブエノスアイレスに行ってまいりました。 
 機内には、各国のオリンピック・パラリンピック関係者が乗り合わせていました。その一人にスイス
のＩＯＣ委員であるデニス・オズワルド氏の奥様がおられ、御主人へ日本を支援していただきたいと

話し、快い返事をいただきました。このように機内でも、招致活動を行いました。 
 ５６年ぶりに開催される２０２０年大会は、オリンピック・パラリンピック史上最も一つに統合された、一
体感ある祭典を目指しています。これを契機に日本における障害者スポーツが発展するよう、都
が国内大会への支援を引き続き行い、障害者の夢と希望を支えていただきたいと考えます。 
 また、パラリンピアンにも優しい東京は、障害の有無にかかわらず都民がお互いに人格や個性を
尊重し安心して暮らすことのできる東京であり、障害者施策を推進していくべきです。 
 帰りのブエノスアイレスの飛行場では、議員団長、副団長、日本パラリンピック委員会の委員長、

交通政策の専門家であるフィリップ・ボヴィ氏と広く意見交換をし、２０２０年大会では、多言語表記や
バリアフリーが重要ということを確認し合いました。  
 ふたつの大会を一体感ある祭典とするには、2大会を祝うイベント開催やロンドンパラリンピック
を見習う競技のチケット戦略、オリンピックに勝るとも劣らないパラリンピックを放映する報道体制の
構築、各競技会場への外国式点字を含めた表記アクセス支援など、様々な取り組みが必要です。 
  ２０２０年大会を一体的な祭典とするとともに、パラリンピアン、障害者にも優しい東京を実現して

いくべきと考えます。 
 ２０２０年東京オリンピック・パラリンピック大会の成功に向けた知事の見解を伺います。 

Ｑ 質疑 

応答 A 
 2020年に向けて、障害の有無にかかわらず、全ての都民がともに暮らす心のバリアフリー社会の
実現を目指し、動きを加速させ、オリンピックとパラリンピックを一体感のある最高の祭典に仕上げて
いきたいと思っております。 
 今後7年間、多くの外国人が日本を訪れることになります。 
 
 

2020年 オリンピック・パラリンピック開催都市
決定  都民報告会にて。 
檀上の石毛しげる（矢印） 

開催都市決定の瞬間、現地ブエノスアイレスにて・・・ 

１．２０２０年東京オリンピック・パラリンピックについて 
２．新たな長期ビジョンについて 
３．八ッ場ダムの建設に関する基本計画の変更について 
４．震災対策について 
５．子育て支援について 
６．障害者総合支援法について 
７．新銀行東京と築地市場移転問題について 

 近代オリンピックは、古代ギリシアのオリンピアの祭典をもとにして、世界的なス
ポーツ大会を開催する事をフランスのクーベルタン男爵が19世紀末のソルボンヌ大に
おける会議で提唱、決議されました。 
 夏季と冬季に大会があり、夏季オリンピック第1回は、1896年にアテネ（ギリ
シャ）で開催され、世界大戦による中断を挟みながら継続されています。 
 冬季オリンピックの第1回は、1924年にシャモニー・モンブラン（フランス）で開
催されました。 
 1994年以降は、西暦が4で割り切れる年に夏季オリンピックが、4で割って2が余る
年に冬季オリンピックが開催されています。（FIFAワールドカップが開催される年と
同じ）。 
 1994年のリレハンメル大会より、夏季大会と冬季大会が2年おきに交互開催するよ
うになりました。 

 猪瀬直樹氏が、都知事を辞職することを表明いたしました。 
 私たち都議会民主党は、知事不信任決議の提案も辞さないと考えていたことから、今回の猪瀬氏の辞職
表明は、当然と言えば、当然のことと考えています。 
 猪瀬氏は、辞職の理由を「都政をこれ以上混乱させてはならない」と述べていましたが、事実上、徳洲会
側から５千万円を授受した問題での引責辞任であると考えています。 

 この間、都議会民主党の議員の質疑により、多くの矛盾点が明らかになり、猪瀬氏の二転三転する説明、ウ
ソ・偽りの説明に対して、多くの都民・国民が不信感を募らせてきました。 
 猪瀬氏は、会見で「今後も説明をしていきたい」と述べていましたが、今後も猪瀬氏が説明責任を果たす
ことを求めるとともに、徳洲会問題を捜査している東京地検などにおいて、この問題が究明されるべきだと
考えています。 
 史上最多の約４３０万票を獲得した猪瀬氏の在任期間は、わずか１年でしたが、２０２０年東京オリンピック・パ
ラリンピックの招致成功など、その功績は、素直に認めたいと思います。お疲れさまでした。 
 都議会民主党は、今後、新しい都知事候補を擁立するとともに、新都知事の下で、新たな都政をスタート
し、「生活者」「納税者」「消費者」「働く者」の立場から、都民福祉の向上に全力で取り組んでいく決意です。 

このため、道路標識や案内標識だけでなく、レストランのメ
ニューの多言語など、さまざまな多言語対応をさらに推し
進め、言葉の壁を感じることなく、外国人が自由にひとり歩
きできる環境を整えていきたいと思っております。 
 また、若者から高齢者まで幅広い方々を大会ボランティ
アとして大会運営に協力していただく。こうしたボランティア
の方々に、大会開催までに、語学はもとより日本の歴史、文
化について理解を深めていただいて、世界中からのお客様
をお迎えしたいと思っております。等の回答をいただきまし
た。 （答弁抜粋） 



西武新宿線 花小金井駅 北口より 
                     徒歩15分 
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※ ご意見、ご要望をお寄せください。（E‐mail または FAXでお願いいたします。） 

ＴV東京「7スタ LIVE」が放映されました 

「国際都市東京の発展をめざして」 
～東京都議会各会派幹事長にきく～  

 東京都議会の各会派幹
事長をスタジオに招き、国
際都市東京の発展につい
て話を伺う番組の中で、石
毛しげるは、「外国の方が東
京に住んで、自国に帰った
時に日本で教育を受けた
人達がその大学の制度で
は受けられないという問題
があります。 

 国際バカロレアがありますが、日本には27校、東
京には私立で1校のみです。これを都立でも開講し
ようという動きがあるが、こうした事も特区を含め
て外国人が住みやすい環境に繋がると思います。 
 オリンピック・パラリンピック招致がされたわけです
が、まだ福島第一原発の汚染水処理が終わってお
らず、この事をしっかりする事がまず肝要だと思い
ます」等と語った。 

 都議会民主党は、平成25年１０月１６日には東京都に対して、

専門技術職員等の人的支援を初めとして、島民生活を一日も

早く正常化させるための支援策、今後の防災体制について、で

きる限り速やかに検討することなどを要望しました。 

 また、私も含め都議会民主党の議員が、18日より現地に入っ

てつぶさに調査をし、その足で災害対策を統括する内閣府に

要望しました。 

 その後、民主党の若手議員がボランティアとして現地に入りま

したが、大島では専門技術職員の手が足りないというのが、現

地での切なる訴えでした。 

 昨年の台風被害で亡くなられた方々のご冥福をお祈り申し
上げ、被災された皆様に心からのお見舞いを申し上げます。 
 また、救出救助活動に全力を挙げた皆様、復旧、復興に尽力
をされている皆様に深く敬意を表します。 
  

 今後、都においては、島しょ町村における専門人材の確保、

育成にしっかりと取り組んでいただきたいと思います。 

 都はこれまでに、建物被害認定調査や罹災証明書発行業務

に関し、支援職員を派遣してきましたが、現地からの要望も強

かったのは、メンタルケアに携わる職員の不足でありました。 

 この分野において、都は、東日本大震災においても多くの専

門性の高い職員を派遣してきたところでございます。 

 現地ニーズに対応した職員派遣を求めるものです。 

 また、多くの土石流が流入した元町漁港では、重機による土砂や電柱など瓦れきの撤去、さらには潜水に

よる湾内の土砂の除去が行われておりますが、土石流被害は漁業に深刻な影響を及ぼしております。 

 大島町の水揚げ高は、２０１１年に250トン、金額では２億１千１７８万円です。 

 漁船の操業はもちろん、港近くの貝類や海草類の再生作業を早期に開始するためにも、元町漁港の復旧

を急がなければならないと考えています。 

 今回の大島での災害を貴重な教訓として、島しょ地域における地域防災計画見直しを図ることなども必

要と考えます。 

 各市町村との連絡情報体制の強化はもちろん、都としてもさまざまな改善が必要と考えます。 

 また、阪神・淡路大震災をきっかけに議論となったサイレ

ントタイムですが、大島町の災害現場でも、数多く飛び交う

ヘリコプターの音が、救助の妨げとなったり、住民のストレス

になっているとの訴えがありました。 

 災害状況を正しく伝えることも必要なことではありますが、

少なくとも、静粛にする時間をつくるなど、東京での災害発

生時におけるサイレントタイムの導入と運用方法等につい

て、都としても早急に関係団体との話し合いを進めていき

たいと思います。 

警視庁第七機動隊新庁舎落成式 

 昭和62年1月に作られたものです。 
 シンボルマスコットである若獅子（ラ
イオン）の「Ｌ」と七機の「7」の組み合わ
せを基調に、稲妻を連想させる鋭角と
優美な曲線によりなっており、疾風迅雷
の警備、人の痛みがわかる警備を象徴
しています。 

 東京多摩方面を管轄する警視庁第七機動隊は、浅間山荘事件で活躍した
という歴史をもつ部隊です。昭和44年にレンジャー部隊が発足し、平成13年
「銃器レンジャー」と「山岳レンジャー」に再編されたとのことです。 
 レンジャー部隊は、警視庁機動隊の中で、第七機動隊にのみ編成されてお
り、銃器等を使用した立てこもり事件発生時人質の救出や犯人の逮捕、山岳
遭難者の捜索・救助等を任務としています。 
 写真にもある、機動救助隊は、災害又は事故の発生に伴う被災者又は事故
者の人命救助及び負傷者等の検索等の任務に当たります。 


